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一等商務役
理 事 長
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二 等 小 役
三 等 小 役
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五 等 小 役
雑 務
一 等 書 記
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一 等 小 役
二 等 小 役
三 等 小 役
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木工 錬鐵 鋳造 製罐 銅工 旋盤 製帆
製鋼 填隙 製図

































































































































































































































































































































































































































































































































































月給 40円 70円 自５円至35円
自１円50銭
至 ４円





























人員 ２人 ５人 10人 17人 13人 14人 28人 ９人 ２人 ５人 14人 ６人 125人
工女男












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































会 社 工 場 名 工 場 学 校 名
陸 軍 造 兵 廠 大 阪 工 場
海 軍 工 廠 各 廠
鉄 道 省 各 工 場
内 閣 印 刷 局
日 本 製 鉄 株 式 会 社 八 幡 製 鉄 所
芝 浦 製 作 所 鶴 見 工 場




東 京 石 川 島 造 船 所
日 本 光 学 工 業 株 式 会 社
豊 田 式 織 機 株 式 会 社
株 式 会 社 播 摩 造 船 所
新 潟 鉄 工 所
戸 畑 鋳 物 株 式 会 社
株 式 会 社 渡 邊 鉄 工 所
株 式 会 社 幸 袋 工 作 所
株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所
株 式 会 社 小 松 製 作 所
株 式 会 社 唐 津 鉄 工 所
株 式 会 社 戸 上 電 気 製 作 所
大 阪 鉄 工 所 因 島 工 場
三 井 物 産 造 船 部 玉 工 場
小 野 田 セ メ ン ト 製 造 株 式 会 社
東洋レーヨン株式会社滋賀工場
日 の 本 石 鹸 製 造 所
池 具 鉄 工 所
共 同 印 刷 株 式 会 社
盤 城 炭 鉱 株 式 会 社
郡 是 製 糸 株 式 会 社
片 倉 製 糸 株 式 会 社
新 綾 部 製 糸 株 式 会 社
原 富 岡 製 糸 所
東 洋 紡 績 株 式 会 社 山 田 工 場
鐘 ヶ 淵 紡 績 株 式 会 社 高 砂 支 店
大 阪 毛 織 株 式 会 社
見 習 工 教 習 所
見 習 職 工 教 習 所
技 工 見 習 教 習 所
学 術 教 習 所
教 習 所
芝 浦 徒 弟 養 成 所
日 立 工 業 青 年 学 校
神 戸 三 菱 職 工 学 校
長 崎 三 菱 職 工 学 校
従 業 員 養 成 所
石 川 島 造 船 所 青 年 学 校
日 本 光 学 青 年 学 校
工 員 教 習 所
徒 弟 教 習 所
職 工 養 成 所
従業員教習所 石油発動機講習所
渡 邊 夜 学 校
幸 袋 職 工 学 校
見 習 職 工 教 習 所
工 科 学 校
見 習 学 校
戸 上 電 機 徒 弟 学 校
見 習 職 工 教 習 所
附 属 青 年 学 校
小 野 田 夜 学 会
東 洋 工 業 学 校
日 の 本 工 業 青 年 学 校
従 業 員 養 成 所
精 美 堂 印 刷 学 校
職 工 養 成 所
誠 修 学 院
片 倉 大 宮 試 験 所
工 女 養 成 所
工 女 養 成 所
職 工 教 育 所
男 工 手 講 習 所
男 工 手 講 習 所
（出所：協調会（1936）『徒弟教育と技術教育』343-345頁。）
づけられること。
８．養成期間終了後職工となった場合は、養成
期間とほぼ同じ程度の義務就業年限があること。
９．単に新入者養成のみならず、中堅職工の技
能水準の引上げを目的とした養成課程を併設す
るところもみられること。
このような養成工制度は、明治40年代頃から
造船・機械・電機を中心とした近代的熟練技能
を必要とする産業の大企業において徐々に形成
された。養成工制度による企業内養成によって、
基幹職工、子飼いの熟練労働者を養成し、労使
関係を安定させると同時に、労働移動による技
能水準の低下を最小限におさえる必要が生じて
きた。そのために養成工は他の職工よりも昇進、
昇給などが有利となる方途を次第にとりはじめ
ることになり、いわゆる生涯雇用の考え方が職
工を対象としても生まれ始めてくる。多くの企
業で、従業員子弟を優先的に採用し、忠誠心高
き基幹職工の育成を狙いとした。
養成工制度が定着してきた昭和初期当時にお
ける主要企業の職場教育、徒弟教育、養成工制
度などの企業内教育の実情についてみてみよう。
昭和５年６月当時で、文部省実業学務局調査室
による調査では、「会社工場従業員教育施設調
査報告」機械器具工場61工場のうち、企業内施
設を持つものは21工場であった。図表５は、そ
の21工場の教育施設についてみたものである。
古河電気、神戸製鋼所、日本光学、田中鉄工所、
三井造船、三菱造船、播磨造船、日立製作所な
どで、工場施設学校を持ち、養成工制度を採用
している。そのほかの工場では、外部の職業教
育学校への派遣制度、企業内の各種教育訓練制
度、講習会などを設けている(50)。図表６は、昭
和10年代当時の主要な工場学校をみたものであ
る。
養成工制度について、三菱長崎造船所、日立
製作所、芝浦製作所、八幡製鉄所の事例につい
て以下で検討してみよう。
①三菱長崎造船所
三菱長崎造船所は、明治23年に見習職工制度
が設けられていた（51）。このような見習職工養成
制度のほかに、明治32年10月、三菱工業予備学
校と称する学校制度による組織的教育制度が設
けられた。三菱長崎造船所は、どのような理由
で三菱工業予備学校を設立したのであろうか。
日清戦争後、造船関連の熟練職工の移動は多数
にのぼり、腕を磨くためとか、賃金上昇の機会
を狙って渡り職人的な気風が一般化していった。
三菱長崎造船所は、熟練職工移動防止のために
さまざまな手をうったが、思わしい効果はなかっ
た。また、造船技術の発展につれて、企業の側
としては、高い技術水準を吸収するための基礎
的学問を習得した技士、技工の必要性が生まれ
てきた。三菱工業予備学校の「要綱」は以下で
ある（52）。
第一条 本校ハ主トシテ三菱造船所役員及諸
職ノ子弟ヲ教育スル為メニ設立スト雖モ併セ
テ一般志願者ノ入学ヲ許ス
第二条 年齢満十歳以上ニシテ尋常小学校卒
業若クハ其以上ノ学力アルモノヲ試験ノ上入
学ヲ許ス
第三条 本校ハ造船造機ノ業ニ従事スル技士
技工ヲ養成スルノ目的ヲ以テ之ニ必要ノ学科
ヲ備フ
第四条 本校卒業生ニシテ三菱造船所職工修
業生トナルモノニハ別ニ夜間ノ教科ヲ設ク
第五条 本校ノ課程ヲ履修セザル職工修業生
ニハ特ニ一科若クハ二、三科ヲ選ンデ就学シ
又夜間ノ教科ヲ受クルコトヲ許ス
第七条 本校修業年限ハ五ケ年トス
明治37年3月に第一回卒業生を出したが、卒
業生22名のうち20名が、また翌38年には卒業生
31名中27名が三菱長崎造船所に就職した。三菱
長崎造船所に就職した場合にはさらに、職工修
業生として現場で実技を習得しながらその時間
の一部をさいて、４年ないし５年間週５時間、
英語、数学、機械学、材料構造強弱論、蒸気学、
造船学、電気学、水力機学などの専門的な学科
を習得させる制度となっていた。造船所従業員
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の子弟は、明治37年７月当時で生徒総数209名
中36名(17.2%)、明治38年７月当時で221名中37
名 (16.7%)にすぎず、他は一般志願者であった。
三菱工業予備学校を修了し、工場修業生の期
間を終わると、一部は基幹職工としてやがて組
長等になったが、多くは技手になり、工場で課
長になることもできた。技手以上は職員待遇で
月給制である。つまり三菱工業予備学校は卒業
後三菱長崎造船所に就職することで、さらに職
工修業生となり、オン・ザ・ジョッブの体制で
技能を高め、また学問的専門知識を習得するこ
とができた。このように学術、技術の双方にす
ぐれた高級技能工として社内養成され、そして
それが役職者としての地位につながるものであっ
た（53）。
②日立製作所
日立製作所では、明治43年に徒弟養成所を創
設した（54）。徒弟養成所に明治43年36名、翌44年
53名入り、主として鋳物、仕上、旋盤、電工等
の実習をさせ、大正３年に第１回の卒業生を出
した。大正になってからは単に実習だけでなく、
修身、国語、外国語、数学、製図というような
一般の普通教育と工学の基礎を教えた。大正６
年４月には工場の生産が増加したため、徒弟を
全国から募集し300余名を養成する盛況となっ
た。大正８年には徒弟年期を３年に短縮し、ま
た種々の規約規程等を制定して、学校施設とし
ての形態を整えた。徒弟養成所の入学資格は小
学校高等科２年卒業、年齢満14歳より満17歳ま
でとした。徒弟養成所は全寮主義であった。食
事、被服等は一切会社の給与で、外に若干の小
遣を支給した。普通工員よりは優遇したが、卒
業後３年間は工場に勤める義務を課した。
大正10年に徒弟養成所の上に、正式の工業教
育を施す目的で日立工手学校を設立した。入学
資格は徒弟養成所卒業者または中学校卒業者と
し、教師は工場の技術者がそれに当った。工手
学校は通勤とした。そして徒弟養成所は就業時
間内に授業し、工手学校は時間外の夜間に授業
した。
次で昭和３年、実業補習学校令によって日立
工業専修学校を設立した。これは徒弟養成所の
発展したものであり、同時に工手学校は同校の
研究科となった。この日立工業専修学校は「将
来職工トシテ必須ナル知識、技能ヲ授クルト共
ニ国民生活ニ須要ナル教育ヲ施シ兼ネテ其徳性
ヲ掴養スル」ことを目的として設立した旨記さ
れているが、徒弟養成所の教育よりもかなり広
範でかつ徹底した技龍教育を行なう仕組みになっ
ている（55）。
日立工業専修学校は本科２ヵ年、研究科１年
４ヶ月とし、本科定員200名、研究科50名であ
る（56）。授業学科は本科の場合、第１学年は修身
公民科(週１時間)、国語(３時間)、英語(２時間)、
数学(２時間)、製図(１時間)、教練(１時間)の合
計10時間に実習32時間を加え、合計週当たり42
時間というカリキュラムであった。また第２学
年は修身公民科(１時間)、英語(１時間半)、数
学(１時間半)、教練(１時間)、電気工学一般(１
時間)、理科・材料(１時間)、専門学科(３時間)
の合計10時間に実習(32時間)を加え、週当たり
42時間となっている。専門学科は鋳造法、木型、
電工工作法、仕上工作法、冶金および伸銅法の
うち一つを選択し夏季休業(８月いっばい)の間
は実習を課していた。
入学資格は本科の場合、年齢満14歳以上満16
歳以下の男子で、高等小学校2年を卒業した者、
またはそれと同等以上の学力ある者と改められ
ていた。一方研究科は、日立工場の従業員で本
科第2学年卒業者またはそれと同等以上の学力
ある者(日立鉱山従業員で鉱山事務所の承認を
経た者は試験の上許可)となっている。
「工業専修学校学則」のおもなものを掲げれ
ばつぎのとおりである。
第二四条 本校ハ授業料ヲ徴収セス 実習ニ
必要ナル工具材料ハ之ヲ貸与ス但シ研究科ハ
授業料トシテ毎月五拾銭ヲ徴収ス
第二五条 本科生ニシテ日立工場ニ於テ実習
ヲナス場合ニハ別ニ定ムル所ニ依リ同工場ヨ
リ手当ヲ支給ス
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第二八条 本科生ハ希望ニヨリ寄宿舎ニ収容
シ学校長之ヲ監督ス
日立工業専修学校の卒業生に対しては、卒業
後の就業義務を課していなかったし、寄宿舎が
あるにもかかわらず、入舎を義務づけておらず、
一般の職工養成にある程度門戸を開いたもので
あった。しかし、その主要な目標は、日立製作
所自体の職工養成にあった。そのためには特に
「給費生」制度を設定している。その主要な規
定は以下のとおりである。
第一条 日立工場専修学校本科ニ入学セル者
ヨリ給費生トシテ工場所要ノ人員ヲ採用ス
第三条 給費生ハ本科卒業ノ日ヨリ満四ケ年
間当工場職工トシテ従業ノ義務アルモノトス
第四条 給費生ニハ左ノ待遇ヲナス
一、寄宿舎ニ収容シ食ヲ給ス
通学ヲ許ス場合ニハ月額金六円五拾銭ヲ
給与ス
二．制服(一ヶ年二着)制帽(一ヶ年一個)、
シャツ、ズボン下四組ヲ給与ス
三、別ニ定ムル所ニヨリ実習手当ヲ支給
ス
四、実習上ニ基因セサル疾病傷痩ト難療
養日数五十日未満ノモノハ寄宿舎収容者
ニ限リ所費ヲ以テ之ヲ施療ス
昭和10年４月青年学校令が公布されたので、
日立工業専修学校、青年訓練所を合併して私立
日立工業青年学校と改称し同11年頃から実施し
た（57）。同校には次の科が置かれた。
本科 ３箇年
本科第２部(別科) ４箇年(昭和12年に設置)
研究科 １箇年 機械科、電気科、公民科、
応用化学科
専修科 １箇年
入学資格は次の通りである。
１．本科第１年に入学し得る者は満14歳以上
16歳未満で高等小学校(２箇年)を卒業した者、
または、これに相当する素養ある者。
２．研究科に入学し得る者は本科第3年卒業
者、または、これに相当する素養ある者。
３．本科第２部(別科)第１年に入学せしむる
者は満17歳以下で、高等小学校(２箇年)を卒
業した者、または、これに相当する素養ある
者。
授業料、実習等は次の如くきめた。
１．本科、本科第2部(別科)及び専修科は授
業料を徴収しない。実習に必要な工具材料は
貸与する。研究科は授業料として毎月金50銭
(８月は免除)を徴収する。
２．本科及び本科第2部(別科)第1年生で日立
工場に実習する場合には同工場から手当を支
給する。
３．本科生は寄宿舎に収容する。
４．実習は日立工場において行う。
日立工業青年学校の本科は、幹部工員の養成
が目的で、成績優秀の生徒を選抜し、１組の生
徒数を少なくした。第２部(別科)は実技に重き
をおき、学科時間は本科３年分より少なく、1
組の生徒数も多かった。本科(第１部)は後に日
立茨城青年学校となり、第２部は日立工場青年
学校となった。教師は工場の人が多かったが、
校長には工業学校や中学校の校長等を委嘱した
時もあった。生徒には、従業員の子弟も多かっ
た。
③芝浦製作所
芝浦製作所は、昭和の初期まで自社の養成学
校を持たず、職工教育については外部教育機関
に委託してきた（58）。明治38年から東京高等工業
学校に職工教育に関する協定を結び、20名程度
の職工を選抜して、技能教育を委託した。この
教育方法は修業年限を１ヵ年とし、工場の就業
時間内において給料を支給するはもちろん、学
費一切を会社が負担し、業務に必要な学科を修
得させた。この制度は非常に成果を挙げたので、
この時以来30年間も継続した。
その後、昭和８年に、自社の養成学校として
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徒弟養成所を設けた。徒弟養成所は、修業年限
５ヵ年の高等小学校卒業程度の男子14歳以上16
歳未満の者を選抜採用し、１学年35 名を定員
として本格的に養成を開始した。翌昭和９年に
は認可を受けてこれを青年訓練所とし、更に翌
昭和10年には青年学校令に依り、私立芝浦青年
学校となった。
芝浦青年学校第一部は、徒弟工を養成するも
ので、修業年限５ヵ年の内初の３ヵ年間は、毎
朝１時間30分学科を学んでから工場で実技を習
い、後の２年間は日中定時間中工場で実技を習
い、終業後隔日に一時間30分学課を学んだ。学
課は修身、公民、国語、漢文、英語、物理、化
学、歴史、地理、製図、習字等の共通学科と仕
上、機械、鍛冶板金、鋳物、木型木工、熔接、
電工、巻線絶縁、精密仕上、塗鍍金の10工科が
あった。
芝浦青年学校第二部は、徒弟工を志願して入
学できなかったものをはじめ年少工中の志願者
を入学させ、従業員一般の資質の向上を目的と
した。芝浦青年学校第二部は、修業年限は本科
が４ヵ年で、１年間240時間、毎週1回5時間の
授業及び訓練を行なった。時間は午後１時30分
から６時30分まで、定時間中は給料を支給し、
また被服書籍等の費用は年額を支給する特典を
与えている。生徒数は、昭和14年４月当時1,213
名であった。
④八幡製鉄所
明治34年、官営八幡製鉄所が発足した。その
10年後の明治43年には、職工自社養成機関とし
て「幼年職工養成所」が設立された（59）。幼年職
工養成所は未熟練の青少年を教育・訓練し、定
着性のある子飼いの職工の自社養成する目的の
教育訓練施設であった。八幡製鉄所創業以来10
年、鉄鋼生産も軌道にのり、その拡大が期待さ
れるにつれ、労働力の養成と確保は緊要の課題
となった。当時の職工は職人気質で定着性も悪
く、「職工奨励割増給制度」や熟練労働者の所
外転出防止・解雇猶予施策も講じられたが、こ
れらの消極的保護対策ではもはや十分ではなく
なってきた。そこで、職工の自社養成機関を設
け、徒弟的方法ではなく、計画的・組織的教育
訓練を開始することとなったのである。
幼年職工養成所は、「製鉄所職工トシテ必須
ナル技術ヲ授ケ、以テ善良ナル職工ヲ養成スル
コト」が目的とされた。幼年職工養成所は、高
等小学校卒で、14歳から17歳までの未経験者を
対象として、全日制３ヵ年の教育を行なった。
１年目は基礎学科と実習、２年目は製銑科・製
鋼科・製品科に分かれ、専門技術科目と実習と
が中心となり、３年目は工場実習となっていた。
日給15銭の給与が支給され将来の身分も保障さ
れることもあって、九州近在の優秀な若者が殺
到し、約10倍の競争率になったほどであった。
また明治45年には、幼年職工養成所「別科」
が設けられ、従来の幼年職工養成所は２年制に
改正されて、「本科」と改称された。この「本
科」では、大正10年まで、各職場へ650名余の
有能な職工を送り出したが、一部には、処遇上
の不満から脱落・転出する事態も発生した。
「別科」は、熟練工の早期育成と定着とを図
るため、全日制1年の教育とし、高等小学校卒
14歳以上で、しかも当所職工の子弟を優先的に
採用することとした。内容は、基礎学科と工場
実習とであった。
さらに、在職職工に対する技術知識教育とし
て、明治45年、「補習部」が設置された。これ
は、６ヶ月から１ヵ年にわたる勤務時間外の教
育で、大正10年まで約2,600名が受講した。
このように、幼年職工養成所の設立は、日本
における企業内教育機関の草分けとして、産業
教育史上、画期的な意義をもつものであった。
すなわち、幼年職工養成所は、近代的労使契約
のもとで、組織的に、しかも企業に密着した技
術・技能を付与する自家養成機関であり、修身・
道徳講話など、近代的工場規律への適応をはか
る、子飼いの教育機関でもあったのである。
幼年職工養成所は、大正元年には、「職工養
成所」と改称された。その後幼年職工の養成の
みでなく、在職職工に対する技術力および勤労
意欲の向上を図るため、その制度、内容が検討
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され、大正9年から、実施されることになった。
幼年職工養成所の「本科」、「別科」は廃止され、
職工養成所では「徒弟部」が新設された。教育
期間は前期・後期各２年間として、従来の反省
から、工場実習時間が大幅に取り入れられた。
前期では、入社後半年間の工場実務見習いの後、
１年半は、午前中基礎・専門科目の座学、午後
は工場実習に当てられた。後期は、実作業に従
事しながら、月２回養成所へ登校した。特に、
入社後半年間の工場実習は、職工としての態度
を身につけるという意図もあったが、製鉄作業
を実体験させ、訓練ニーズを認識させる上で有
効であった。これは大正14年まで継続され、383
名が履修した。
また、中堅熟練工養成のため、全日制一年の
「補習部」も新設された。対象者を徒弟部出身、
および所定の実務経験者のなかから選抜し、彼
らを追加訓練することになった。これは当時、
動力の電化など製鉄技術の進歩に対応して、中
堅職工にもより高度な技術知識の習得の要請が
あったためである。さらに、本科卒業生の処遇
上の不満を解消し、職工から技術員への道を開
く足場を必要としたためである。昭和2年まで
に、135名が卒業した。
このような勤務時間内教育の新設のほか、在
職職工の希望者を対象とした「専修部」・「講
習部」の技術教育も、勤務時間外に継続されて
いた。
昭和2年に職工養成所は廃止され、教習所が
発足し、教育制度にも全面的な改訂が加えられ
た。教習所は、「従業員に対し、徳性の涵養に
留意し、作業上枢要なる学識技能を授くる」こ
とを目的とし、「今後は現に在職中の成年職工
中より選抜したる若干の人々に、一定の期間、
教育を授けて将来製鉄所の幹部たらしむる」と
して発足した。このように、教習所教育では、
当時設けられた役職制度に対応して、中堅工の
追加訓練によって、安定した技能層の確保に重
点が置かれることになり、「普通部」・「高等
部」・「専修部」・「講習部」が新たに設置された。
おわりに
本稿では、以上のように戦前の日本的雇用慣
行、日本的労働制度して、奉公人・職人制度、
内部請負制、社員と工員の身分格差、養成工制
度の４つを取り上げて議論してきた。明治時代
において産業化・工業化の進展、企業の大規模
化、高等教育機関の発達、近代的経営管理思想
の導入などより、伝統的な奉公人制度・職人制
度が徐々に崩れていった。さらに、工場での機
械化の進展による手工的熟練の崩壊などにより、
親方制度による内部請負制も一部の業種を除い
てしだいに崩壊していった。このような日本の
親方制度は、近代的経営成立のある段階で、西
欧でも一般にみられる雇用関係であるが、日本
の場合には、その広がりと深さにおいて特に注
目すべき制度であろう。つまり、親方制度は日
本の伝統的な家族共同体関係を擬制し、家父長
的な家族倫理によって支えられていたからであ
る。日本の賃労働は労働市場では一応自由となっ
たが、身分的関係に代わる契約関係が未成熟で
あったこともあり、親方制度が内部請負制とし
て再編し、かなりの期間存続することになった
のである（60）。
奉公人・職人制度、内部請負制に変わって生
まれてきたのは、ホワイトカラー層では社員制
度であり、ブルーカラー層で養成工制度であっ
た。戦前の日本企業では職員と工員との間で各
種の格差が設けられ、この点が戦前と戦後の日
本企業の人事制度の大きな相違であった。
社員制度は、従来の奉公人・丁稚制度による
のではなく、主に学校出身者の採用による人事
制度である。明治時代は、丁稚上りと学校出が
併用されて、その対立も起り、また新設の大会
社では学校出身者のみを採用するなどの状態で
あったが、次第に社員制度が成立してきた。明
治40年ごろから三菱などの財閥系企業や大企業
で、大学卒業者や高等教育機関卒業生の定期採
用制が開始された。三菱の場合については、大
正6年前後には、定期採用から始まって、昇進・
昇給を経て定年退職に至る終身雇用と年功制の
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体系が、内規の形で次々と成文化されたとして
いる（61）。
養成工制度は、企業内で組織的に教育訓練を
行い、主に技能工を自社で養成するという制度
である。この日本の養成工制度は、国際的にみ
ても日本的雇用慣行、日本的技能養成という視
点からもユニークな制度である。戦前の日本に
おいて、かなりの大企業が企業自身で運営する
企業内学校が存在していたという事実は、欧米
やアジア諸国においては企業内学校がそれほど
存在していなかった点と比較すると、日本的労
働慣行・労働制度の特徴であったと言えるであ
ろう（62）。それゆえ、養成工制度は、日本企業の
現場従業員の技能養成の歴史的展開のなかにお
いてきわめて特徴的かつ重要な制度であろう。
別の見方をすれば、このような熟練工の企業内
養成制度は、日本で古い歴史を持った伝統的な
職人制度や奉公制度・丁稚制度の近代版と考え
られるであろう。堀江保蔵（1984）は、戦前の
養成工制度と経営家族主義の関係について以下
のように述べている（63）。
「江戸時代の商家において、子飼いの店員が
「家」の永続と繁栄をはかる上にすこぶる重要
であったのと同様に、それを軸にして子飼いの
職工が育てられる養成工制度は、戦前の経営家
族主義の重要な一つの要素であったのである。」
このような日本の養成工制度について、隅谷
三喜男（1966）は、欧米と比較した日本の特長
について以下のように述べている（64）。
「欧米においては、労働者の熟練形成は、原
則として労働者側の負担において行なわれてき
た。一九世紀には一般に徒弟制が厳守されてい
たが、徒弟期間の生活は親が負担した。したがっ
て熟練労働の養成は労働者の責任において行な
われ、それゆえにまた労働組合は徒弟養成につ
いて発言権をもち、その限り労働市場に影響力
をもっていた。ところが日本では、職工養成が
資本の手ににぎられ、年少労働者が資本から手
当をもらって技能の教育をうけることとなった
のである。企業が自己の負担で養成したものを、
できる限り企業にながく勤続させようとするの
は、当然の意図である。こうして「子飼い」の
従業員が、大正の初めころから企業のなかでし
だいに大きな比重を占めるようになっていった。
この子飼労働者が使用者との家族的一体観をつ
よくもっていたことは、改めて強調するまでも
ないだろう。」
このような明治末期以降の養成工制度による
企業内養成によって、基幹職工、子飼いの熟練
労働者が養成され、大企業における職工の中枢
を担うことになった。養成工は他の職工よりも
昇進、昇給などが有利となる方途を次第にとり
はじめることになり、いわゆる年功序列や終身
雇用の考え方が職工を対象としても生まれ始め
たのである。
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